
 

大都市行財政制度特別委員会資料

平 成 2 3 年 ２ 月 ８ 日

都 市 経 営 局

【裏面あり】

新たな大都市制度の検討について 

１ 本市の取組状況 

(1) 新たな大都市制度における広域連携・財政調整に関する研究会 

「新たな大都市制度創設の基本的考え方」《基本的方向性》の策定を受け、大都市と

その他の地域の「広域連携」や「財政調整」の具体的な仕組みを提案するために設置 

 

○ これまでの活動状況及び今後の予定 

開催日 会議 主な内容 

平成 22年 10月 14日 第１回研究会 検討の進め方、課題整理 

平成 22年 11月 15日 第１回広域連携部会 広域連携で解決すべき課題等について 

平成 22年 11月 24日 第１回財政調整部会 財政調整に関する検討の視点等について 

平成 22年 12 月６日 第２回研究会 論点整理 ① 

平成 23年１月 28日 第３回研究会 論点整理 ② 

平成 23年３月 28日 第４回研究会 論点整理 ③ 

＜参考資料１：第２回研究会討議資料＞ 

＜参考資料２：第３回研究会討議資料＞ 

 

(2) 地域主権改革シンポジウム in横浜「未来の活力ある都市をめざして」 

 ア 日時：平成 23年１月 30日（日）13時 30分から 16時まで  

イ 場所：はまぎんホールヴィアマーレ 

ウ 参加者数：460 名 

エ 内容 

(ｱ) 基調講演 「私が考える地方分権改革と新たな大都市制度」 

宮脇 淳 北海道大学公共政策大学院教授 

   （前 地方分権改革推進委員会事務局長） 

＜主な発言＞ 

○ 地方分権の議論が高まってきたのは、右肩上がりの時代が終わり、従来のような

国を中心とする画一的政策の有効性が低くなってきたから。これからは地域が個性

を出し、内外の各地域と直接結びつく時代である。 

○ 大都市については、市町村の中の特別な位置付けに過ぎない指定都市制度の枠組

みの中で、地域の中軸として存在するだけでなく、結合点（ハブ）としての役割を

果たす必要がある。 

   ○ 大都市が日本全体を引っ張っていく必要があり、その役割を果たせるよう、 大都

市の権限・税財源の自由度を拡大し、自立した戦略、経営ができる体制づくりが必要

である。 

    



 

(ｲ) 座談会  「大都市の魅力と可能性」 

           宮脇 淳 北海道大学公共政策大学院教授 

               （前 地方分権改革推進委員会事務局長） 

           朝岡 聡 フリーアナウンサー（横浜市在住） 

           林 文子 横浜市長 

     ＜主な発言＞ 

○ 大都市は変化も多く、全国一律ではない対応が必要なこともある。 

○ 大阪都構想・中京都構想については、市民の視点というよりも、自治体を上から管

理する構想である。地域の活性化のためには、中央集権の小型版ではなく、地域の発

想から根ざした制度であることが重要。たとえ、二重行政の解消に資したとしても、

それ以上に失うものがあってはいけない。 

○ 指定都市の行政区は、市になれる人口規模を持っている。しかし、指定都市を分割

して、都市の持続ある発展が本当にできるのか。住民自治を守ることができるのか。 

○ 大都市は人口が多いことなどから、保育所入所の待機児童数の増加や急速な高齢化

など、特有の課題も持っている。 

○ 今は世界的にも都市が自立的な運営をしていく時代。市民の力で発展させてきた横

浜市を分割することは考えられない。大都市は市域を総合的にコーディネートしてい

くことで全体の活力が生まれる。横浜市の議員数や職員数は、東京 23 区に比べてと

ても少ない。 

○ これからは都道府県という中間的な団体の機能のあり方が問われるとき。日本全体

をいくつかの大都市が牽引していく必要がある。牽引していくには、自前の財源で自

分の判断でやっていく。その代わり、大都市は大都市のことだけを考えるのではなく、

周囲とネットワークを組み、日本全体を引き上げていくという戦略的にやっていく必

要がある。 

２ 他都市の状況 

○「新潟州（新潟都）」構想について（平成 23年 1月 25 日発表） 

＜構想のイメージ＞ 
・新潟州（新潟都）は、東京都と特別区の関係を参考に、特別区への更なる権限の
拡大を含めて検討する。 

・新潟州（新潟都）内の権限の配分など統治のあり方は、地方自治法の抜本改正に
より条例で定められるよう、国の関与の廃止を求める。 

・新しい自治体の名称は、「州」にこだわらず「都」も含め検討する。 
 

＜参考資料３：県と政令市の合併による自治の拡大を目指す「新潟州（新潟都）」構想＞ 































 

 

大都市制度における広域連携・財政調整のあり方 中間報告 骨子（案） 

 

 

１ はじめに 

 ・検討の趣旨･目的 
 
２ 横浜市、周辺自治体及び神奈川県の現況 

・人口、面積、生活圏などの実態 
・広域連携の状況 
・財政構造、税収等、行政サービス水準 
  
３ 新たな大都市制度における広域連携・財政調整の基本的考え方 

(1) 大都市をとりまく環境変化・課題認識 

・人口減少、少子高齢化の進展 

・新たな広域行政課題の出現、市町村合併など府県の役割の変化 

 

(2) 制度設計の視点 

 
４ 個別論点の中間整理（基本的方向性） 

(1) 広域連携の方向性 

・広域連携の対象となる自治体及び業務 

・広域連携の手法 

 

(2) 財政調整の方向性 

・横浜市の独立によって神奈川県及び県内自治体に与える財政的影響 

  ・その他 

 
５ 今後検討すべき課題 
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